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【要　旨】短期大学の機能を、従来型の完成教育（ジュニア・カレッジ）から、より柔軟な教育的ニーズに
対応可能な高等継続教育（コミュニティ・カレッジ）へと転換しようとする政策的な後押しを受け、「これ
からの短期大学の改革モデル」としての期待が寄せられる「地域総合科学科」は、既存の教育資源をベース
に、地域のニーズに応える新たな専門分野や履修システムを取り込むことによって展開されている。
　地域総合科学科とは、特定学科の名称ではなく、内容を特定分野に限定せず、地域の多様なニーズに柔軟
に応じることを目的とするものであり、その特色は、①多様な科目とコース展開、②科目・コースの柔軟な
選択、③多様な履修形態、④社会人の積極的受け入れ、⑤第三者機関による適格認定、などに集約される。
　地域総合科学科は、生涯学習社会における短期大学「普遍化」のモデル・ケースとなり得るのか。そこに
は多くの課題もある。それは、設置各校の努力により「18歳入学生の学生募集」という課題には一定の成果
が見られる反面、肝心の「地域」のニーズ、社会人のニーズの把握などについて「ほとんど成功していない」
現状であり、若年中堅層のキャリア支援教育機関にとどまってしまいがちな傾向がある。
　さらに、地域総合科学科と短期大学の在り方そのものに関わる根本的な課題として、政策誘導の脆弱さが
挙げられる。地域総合科学科とは、あくまで短期大学基準協会という一団体の事業であり、文部科学省はそ
の「後援者」に過ぎない。大学改革を討究する上で、ポスト・セカンダリー段階における二年制程度の教育
機関が問題となることは必然であり、日本の歴史と現実に立脚したポスト・セカンダリーの教育システムの
確立が急がれる。
はじめに
本稿は、筆者が近年の課題とする「短期大学制度の歴史的展開過程に関する総合的・実証的
研究」の一環である。その目的は、（1） 戦後高等教育の量的拡大に大きく寄与しながらも、従来、
主要な研究対象とされてこなかった「短期大学」の史的・制度的展開過程を具体的に跡づけ、今
後の日本型「中等後教育システム」の再編可能性に関する示唆を得ること、（2） 短期大学の存在
が、戦後日本の教育と社会経済、そして女性の生き方在り方にいかなる影響を及ぼしたのか、実
証的に究明すること、（3） 今日のような「大学改革」の競争的環境を現出させた高等教育大衆化
の日本的構造の一端を明らかにし、その特質と性格を総合的に分析し考察すること、以上三点で
ある。
本研究の趣意は、短期大学の機関研究を媒介として、「高等継続教育」の日本的展開に関する
考察を深め、今後の「改革」への示唆を念頭に置きつつ、日本高等教育の制度史的再検討を図る
ことにある。本稿においては、近年の短期大学教育の重要トピックである「地域総合科学科」の
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現状と課題について分析し、その試みが、生涯学習社会における短期大学「普遍化」へのモデル・
ケース足り得るか考察する。これまで日本においては、正規の教育機関に在籍していない比較的
低学歴の青年・成人に対し、主に社会教育の見地から施される職業・技術教育を「継続教育」と
称する向きが多かった。しかし近年、大学教育修了者を含め、より広範な市民一般に提供される
「継続的専門教育」の意味合いをもって、且つその機会拡充を志向する概念として「継続教育」
の語が一般化しつつある。本研究においては、短期大学を単なる「短期の高等教育」ではなく、
21世紀型学習社会における「高等継続教育機関」として捉え直し、ともすれば「低度の大学」と
の嘲りを受けがちな短期高等教育の普遍性を確立するための一助とすることを志向している（１）。
１．大学構造改革と短期大学の「危機」
生涯学習社会における短期大学の今後の在り方を模索するための大前提として、今日までの
短期大学の歩みを、①機関数の量的変遷、②政策・制度の質的変遷、③先行研究の動向、以上の
観点から概観し、「地域総合科学科」登場の経緯とその位置づけについて確認する。
まず、短期大学の量的な変遷について、政府統計（学校基本調査など）に基づき確認する。
短期大学は制度化初年の1950年、計149校（国立０校、公立17校、私立132校）で発足し、1996年、
計598校のピークに達した。これを設置者別に見ると、国立は1989年の41校、公立は1996年の63
校、私立は1997年の504校がこれまでのピークである。それが制度化60年を経た2010年では、国
立０校、公立26校、私立369校、計395校となった。一方、四年制大学数は、1996年時点で計576
校（国立98校、公立53校、私立425校）と短期大学数を下回っていたものが、2010年には計778校
と急増した。同時点での四年制大学数を設置者別に見ると、国立86校、公立95校、私立597校で
あり、公私立大学数の急伸が「四大」急増の主要因であることが裏づけられる。
短期大学の機関数は1953年以降、常に四年制大学のそれを上回り、1961年以降の大学大量認
可措置路線（第一次ベビーブーム世代の大学進学要求に対応する大学設置基準運用緩和措置）、
1976年以降の高等教育計画路線と、日本経済の成長と成熟に併走する高等教育政策の下、数字の
上では順調な発展を遂げてきた。転機となるのは、1991年以降のいわゆる大学設置基準「大綱化」
に代表される一連の高等教育改革であり、さらに直後のバブル経済崩壊によって日本高等教育は
「改革競争」の時代を迎えることになる。1991年から2010年までの20年間、短期大学は592校から
395校と、約33.3%の減少であるが、その在籍者数は446,750人から155,274人と、約65.2%の減少
であり、この間の18歳人口推移（概算で1,680,000人から1,220,000人、約27.4%の減少）と照らし
ても、「少子化」だけでは説明し難い衰亡ぶりを示している。
次に、短期大学の質的な変遷について、制度と政策の観点から確認する。戦後改革当初、文
部省・教育刷新委員会・GHQ（CIE）のいずれもが、６・３・３・４制の枠組みを崩壊させか
ねない「二年制大学」の設立に概ね否定的であった。占領期の教育政策に大きく関わったM.T.オ
アによれば、短期大学は「原則として将来正規の四年制大学になる目途をもって」、やがて四年
制大学へ「昇格すべきステップとして」、やむを得ず設けられた学校種であり、同様に J.C.トレー
ナーはその「由来」について、「アメリカの教育機関のように中等教育の延長として発達したの
ではなく、資力的に弱すぎて、大学の地位を獲得できないような教育機関に対応する手段として
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できた」ものであったと回顧している。
短期大学は発足直後から産業界の厳しい批判にさらされた。その一つに、旧制専門学校が担っ
ていた中堅職業人の不足がある。それらの要求を容れて文部省は短期大学の制度的再編に着手、
1958年に三次にわたる「専科大学法案」の国会提出を試みる。同法案は審議未了の末廃案となる
が、これらの動きが1962年発足の高等専門学校、1976年発足の専修学校へと繋がってゆく。一方、
1964年に念願の制度的恒久化を果たした短期大学は、前述の通り高度経済成長と第一次ベビー
ブーム世代の進学要求、とりわけ女子の高学歴志向という時代の波に乗り、日本型短期高等教育
最大の特徴ともいうべき「女子教育機関」としての色彩を強めてゆく。
1980年代から90年代にかけては、短期大学を生涯教育・生涯学習の観点から位置づけ直そう
とする政策動向が現れる。1981年の中央教育審議会答申「生涯学習について」では、「短期大学
教育の活用」が掲げられ、その教育内容を、「四年制の大学の専門分野構成の型にとらわれずに、
地域の要請に応ずるものとしたり、あるいは専門的職業教育や一般教養的なもので短期大学とし
ての特色を生かした内容のものを取り入れるなどして、成人がより広く活用し得るような方向を
目指すことが望まれる」とし、地域の社会教育機関と連携した公開講座の実施、社会人の再教育
の場としての専攻科・別科の活用、などが提言された。
これらの流れは、1990年の中央教育審議会答申「生涯教育の基盤整備について」、1996年の生
涯学習審議会答申「地域における生涯学習機会の充実方策について」などにも受け継がれ、2001
年６月、文部科学省は「大学を基点とする日本経済活性化のための構造改革プラン」を小泉内閣・
経済財政諮問会議に提出する。この「構造改革プラン」は同時に提出されたいわゆる遠山プラン
（「大学（国立大学）の構造改革方針」）のインパクトの前に見過ごされがちであるが、行政文書
の中で初めて「コミュニティ・カレッジ」の概念が明示されたものとして注目に値する（２）。
「構造改革プラン」に示された日本型「コミュニティ・カレッジ」構想は、同年９月の経済財
政諮問会議・改革工程表において、「短大の社会人の再教育等に柔軟に応える機能（いわゆるコ
ミュニティ・カレッジ）を強化（地域総合科学科の設置の推奨等）する」という形で盛り込まれ
た。地域総合科学科そのものの成り立ちについては後述するが、重要なのは、短期大学の機能を
従来型の完成教育（ジュニア・カレッジ）から、より柔軟な教育ニーズに対応可能な“高等継続
教育”（コミュニティ・カレッジ）へと転換しようとする政策方針が示されたことである。
2011年の中央教育審議会答申「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方につい
て」は、「各大学・短期大学の機能的分化の下、養成する人材像・能力を明確化した職業教育の
充実、実践的な教育の展開」を提言した。しかし同答申は、むしろ専修学校の大学「昇格」（日
本型専門大学構想）をめぐる議論の展開が注目されるところであり、高等教育機関におけるキャ
リア支援教育の在り方を示す指針としては評価の分かれるところである。
最後に、先行研究の動向である。従来型の短期大学研究は、その多くが四年制大学改革論議
やジェンダー特性などを主要なテーマとする中で、あくまで「副次的」になされたものが多く、
短期大学そのものに焦点をあてた研究は極めて少ない。短期大学をジェンダーの視点から分析す
る立場からは、女子特性教育論に立脚する日本型短期高等教育に特有の性別配当が論証され、批
判されてきた。また、制度化の際サンプルとされたアメリカ型短期高等教育の在り方とその変遷
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に学ぼうとする比較教育学の視点からは、短期修了の「完成教育」から地域性に基づく生涯学習
機関ないし前期高等教育実施機関としての役割を期待する「ファーストステージ論」などが展開
されてきた。これらの議論を総括すべき教育制度史の視点からは、短期大学が暫定制度として発
足しながらも、戦後日本が採用した民主的公教育体系に矛盾することなく位置づけられてきたも
のと評価する見解がある一方、恒久的な転換を望みながらも、あくまで「大学」というブランド
に固執し、独善的・表面的・消極的な姿勢に終始し、遂に独自性を発揮する機会を喪ったものと
批判する向きもある（３）。
一方、大学の機関研究については、近年ようやく「IR（Institutional Research）」の語が定着し
つつあるように、大学構造改革の進展に伴い増加傾向にある。しかし、短期大学の在り方に焦点
をあてた研究については、直接的な当事者である日本私立短期大学協会による試行錯誤がみられ
るほかは、学術研究としてはほぼ未開拓の状況にある。地域総合科学科に関しては、日本私立短
期大学協会および短期大学基準協会の主力メンバーが理事長を務める二つの短期大学が、「先導
的大学改革推進委託事業」として共同調査を実施しており、2006年には「学生の多様なニーズに
対応した短期大学のコミュニティ・カレッジ機能充実に関する調査研究」と題した報告書がまと
められている（４）。管見の限りこの報告書が、地域総合科学科に関するほぼ唯一のリサーチ・ペー
パーであり、本稿ではこれらの成果に依拠しつつ、より学術的・大局的な観点から批判を加え、
地域総合科学科の取り組みが生涯学習社会における短期大学「普遍化」への第一歩足り得るか、
その課題について検討する。
２．地域総合科学科の概要と展開
「地域総合科学科」は、特定学科の名称ではなく、内容を特定分野に限定せず、地域の多様な
ニーズに柔軟に応じることを目的とするものである。その特色は、①多様な科目とコース展開
（分野を特定せず、学生のニーズに応じ多様な科目を開設。また、半年から二年まで様々な期限
が設定されたコースを展開）、②科目・コースの柔軟な選択（短期大学士を目指す二年コースの
ほか、科目単位の履修や複数の短期コースの組み合わせによる履修など柔軟な選択が可能）、③
多様な履修形態（遠隔授業の活用や夜間コース開設のほか、パートタイム学生の受け入れなどに
より多様な履修形態を提供）、④社会人の積極的受け入れ（柔軟なコースと履修形態の提供によ
り、社会人の受け入れを積極的に推奨）、⑤第三者機関による適格認定（財団法人短期大学基準
協会が地域総合科学科としての特色と教育の質について適格認定）、以上五点に集約される（５）。
⑤の適格認定を行う短期大学基準協会は、前述の1991年以降の高等教育改革路線を受けて、
日本私立短期大学協会が「緩やかな別組織」として1994年に組織した自己点検・評価機関であり、
現在は短期大学の認証評価機関の一つである（６）。
短期大学基準協会は、1990年代後半から2000年代前半にかけて、短期大学の将来を見据えた国
内外の研究調査を実施した。多数の有識者が参加したこの調査の大まかな結論は、①ほぼ総ての
国で、アメリカのコミュニティ・カレッジが陰に陽にモデルとされ、短期高等教育機関の強化政
策が取られていること、②それらの機関には、高等教育のファーストステージといってよい機能
が期待されていること、③卒業者には、学位（degree）を授与する動向があること、以上三点に
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集約される（７）。
このような流れの中で2002年５月、短期大学基準協会は「地域総合科学科に関する適格認定
評価の実施要領」を決定し、その制度化にこぎつけた。短期大学基準協会の説明によれば、「地
域総合科学科」とは、「日本型コミュニティ・カレッジの総称」であり、「短期大学基準協会が示
す、これからの短期大学の改革モデル」であるという（８）。一方そこには、一連の大学構造改革
の中で、短期大学の存在感が埋没することを恐れた関係者の大きな危機感があったことも想像に
難くない。
短期大学基準協会は、地域総合科学科の教育の質を確保するため、二段構えで評価を行う。
すなわち、学科の構想段階で実施され開設の可否が審査される「適格認定評価」と、完成年度を
越えた時点で実施される「達成度評価」である。前者は書面と面接による審査、後者は書面によ
り教育実績が評価される。「地域総合科学科の特色を満たすための評価基準」によれば、①建学
の精神の再構成から導かれる学科の開設目的、②学生・地域社会のニーズに対応する科目の開
設・コースの開設状況等、③学習内容等を柔軟に選択できる制度の整備状況等、④学習条件の整
備状況、⑤学科開設の根拠、⑥社会人学生の受け入れ体制、⑦当該短期大学の学科の新規開発事
項とその特色、以上七つの項目についての評価がなされる。
また、評価の対象は「文部科学大臣へ申請、届出等をする学科」となっており、既設学科の
カリキュラムを見直し、学科名を変更する場合は名称変更の「届出」、複数学科を統合して学科
の位置づけが変更される場合でも、現職教員を中心に改組・再編がなされる場合は認可申請では
なく「届出」の扱いで済むため、文科省への事務手続き上の負担を軽減しつつ地域社会のニーズ
に合わせたスピード感ある教育内容の改善が可能となる。短期大学基準協会は達成度評価の実施
後は、2004年度以降に制度化された大学機関別認証評価にその評価を委ね、質の保証を担保する
とした。
地域総合科学科では「社会人の積極的な受け入れ」が推奨され、そのための「受け入れ体制」
が評価項目となっている。短期大学基準協会のガイドラインによれば、長期履修学生制度の導入
や昼夜開講制の実施、科目等履修生制度の整備などに加えて、駅前サテライトキャンパスの設置
などが例示されている。
地域総合科学科が目指すものは、地域における高等教育の開放、職業・技術教育および教養
教育の提供など、幅広いニーズに対応する「生涯学習社会における新しい短期大学像」であろう。
日本私立短期大学協会の重鎮として地域総合科学科の制度化に大きく関わった坂田正二・広島文
化学園理事長（当時）は、「高等教育のユニバーサル化に伴い短大のあり方が問われる中、日本
型のコミュニティ・カレッジを目指す画期的な発想」であると述べている（９）。
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３．地域総合科学科とキャリア支援教育
「これからの短期大学の改革モデル」との期待が寄せられる地域総合科学科は、既存の教育的
資源をベースに、地域のニーズに応える新たな専門分野や履修システムを取り込むことによって
成立し、［表１］に示される通り2011年度現在、27校28学科で展開されている。大きな実りを上
げつつある「成功例」が報告される一方、後述のような課題も浮き彫りとなっている。
前述の通り地域総合科学科の教育面における特質は、①多様な科目とコース展開、②科目・
コースの柔軟な選択、③多様な履修形態、などに集約される。すなわち、実務的な資格の取得、
職業上必要とされる技術の習得、四年制大学への編入学、趣味・教養等、様々なニーズに即応可
能な教育プログラムが、すべて同一の学科内で提供される。受講者には、多岐に亘る開講科目の
中から、それぞれのニーズに沿った受講科目を選択し、その履修期間も選択可能なカリキュラム
が用意されることになる。
従来型の二年制カリキュラムは無論のこと、セメスターごとに完結する各種のプログラムを
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［表１］地域総合科学科の一覧（2011年４月現在）
No. 校　　　名 学　　科　　名 所　在　地 適＊ 達＊
1 北翔大学短期大学部 人間総合学科 北海道江別市 2002 2007
2 聖和学園短期大学 キャリア開発総合学科 宮城県仙台市 2004 2008
3 東北文教大学短期大学部 総合文化学科 山形県山形市 2004 2008
4 宇都宮文星短期大学 地域総合文化学科 栃木県宇都宮市 2003 2007
5 佐野短期大学 総合キャリア教育学科 栃木県佐野市 2009 未
6 新島学園短期大学 キャリアデザイン学科 群馬県高崎市 2003 2007
7 聖徳大学短期大学部 総合文化学科 千葉県松戸市 2003 2007
8 東京経営短期大学 経営総合学科 千葉県市川市 2004 2008
9 新潟青陵大学短期大学部 人間総合学科 新潟県新潟市 2003 2007
10 金沢学院短期大学 ライフデザイン総合学科 石川県金沢市 2008 未
11 北陸学院大学短期大学部 コミュニティ文化学科 石川県金沢市 2004 2008
12 敦賀短期大学 地域総合科学科 福井県敦賀市 2005 2009
13 上田女子短期大学 総合文化学科 長野県上田市 2003 2007
14 愛知学泉短期大学 生活デザイン総合学科 愛知県岡崎市 2003 2007
15 愛知大学短期大学部 ライフデザイン総合学科 愛知県豊橋市 2004 2009
16 豊橋創造大学短期大学部 キャリアプランニング科 愛知県豊橋市 2004 2008
17 名古屋学芸大学短期大学部 現代総合学科 愛知県日進市 2006 2010
18 名古屋経済大学短期大学部 キャリアデザイン学科 愛知県犬山市 2004 2008
19 京都光華女子大学短期大学部 ライフデザイン学科 京都府京都市 2005 2009
20 大阪夕陽丘学園短期大学 キャリア創造学科 大阪府大阪市 2008 未
21 四條畷学園短期大学 ライフデザイン総合学科 大阪府大東市 2003 2007
22 大手前短期大学 ライフデザイン総合学科 兵庫県伊丹市 2003 2007
23 広島文化学園短期大学 コミュニティ生活学科 広島県広島市 2002 2007
24 岩国短期大学 キャリアデザイン学科 山口県岩国市 2005 2009
25 香蘭女子短期大学
ライフプランニング総合学科
福岡県福岡市
2002 2007
ファッション総合学科 2003 2007
26 佐賀女子短期大学 キャリアデザイン学科 佐賀県佐賀市 2007 2011
27 別府大学短期大学部 地域総合科学科 大分県別府市 2003 2007
※「適＊」は適格認定評価の審査年、「達＊」は達成度評価の審査年。
日本型コミュニティ・カレッジ構想とキャリア支援教育　－短期大学「地域総合科学科」をめぐって－
組み合わせ、複数分野を学ぶカリキュラムを設定することも可能である。履修に関わる「設計図」
作成を容易にするため、ほとんどの場合「フィールド＆ユニット制」と呼ばれる科目パッケージ・
システムが導入されている。これは、関連性の強い数科目を一つの「まとまり」として履修する
もので、例えば後述の聖和学園短期大学の場合、「製菓系」「観光・ホスピタリティ系」「スポー
ツ系」「医療事務系」「司書・文学・日本語系」「ビジネス情報系」「ファッション系」「フード系」
という八つの「系（フィールド）」が設けられ、その中で、「観光ビジネス実務士」「健康運動実
践指導者」、あるいは「司書」といった資格を目指すユニットを組み合わせることにより、自身
の興味・関心・必要に応じたカリキュラムを設計する仕組みが採られている。
地域総合科学科の具体的な事例として、ここでは宮城県仙台市の聖和学園短期大学キャリア
開発総合学科を取り上げる。地域総合科学科の看板を掲げる短期大学は、東北地方に二校あり、
その中でも同校は、併設の四年制大学をもたない短期大学である。いうまでもなく仙台市は東北
地方の中核都市であり、人口100万を超える政令指定都市、そして2011年３月の東日本大震災で
大きな被害を受けた被災都市である。以下、同校の広報資料および文部科学省『全国短期大学・
高等専門学校一覧』などの資料に基づき、同校の取り組みについて概観する。
聖和学園短期大学は1951年、短期大学制度化の翌年に開設された、全国的に見ても古参の短
期大学である。仏教系の短期大学であるが、何れの宗派にも属さず、それらの宗派の根底に共通
する「智恵」と「慈悲」、聖徳太子の「和」の心を建学の精神とする。開設当初は国文科と被服
科の二学科体制であり、63年に保育科を増設、93年に被服科を生活文化科に改め、2003年に国文
科を人間コミュニケーション学科に改組している。そして2005年、生活文化科（定員80）と人間
コミュニケーション学科（定員90）を母体として「キャリア開発総合学科」（定員170）を届出、
同年にはエクステンションセンターも設置された。2007年には保育科（定員80）を保育福祉学科
に改組し、保育専攻（定員80）と介護福祉専攻（定員40）が設けられ、その際、キャリア開発総
合学科の定員が40削減されている。同校の地域総合科学科適格認定は2004年、同達成度評価は
2008年である。2011年度現在の同校の基本概要は［表２］の通りである（10）。
聖和学園短期大学の仏教主義は、「学生の自発的な学ぶ意欲を促すこと」に主眼を置くものと
され、①自分の未来を切り開きたい人、②好奇心旺盛な人、③相手の話に耳を傾けられる人、④
人と人とのつながりを大切にしたい人、以上四つの「求める学生像」を、アドミッション・ポリ
シーとして掲げている。キャリア開発総合学科はユニット単位での履修を原則としており、一つ
の系から複数のユニットを選ぶことも、様々な系から色々なユニットを選択することも可能であ
る。また、同校では「フリー科目」という別のカテゴリーも設けられており、公務員試験対策な
どの特別講座、仙台の歴史と文化などの教養講座、エアロビックダンスといったスポーツ講座、
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［表２］聖和学園短期大学の現況（2011年５月現在）
学　　　科 入学定員 入学者 収容定員 在籍者 専任教員 非常勤講師
キ ャ リ ア 開 発 総 合 学 科 130 155 260 324 13 64
保 育 福 祉 学 科 保 育 専 攻 80 94 160 187
13 34
保育福祉学科介護福祉専攻 40 22 80 47
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茶道やヴォーカルトレーニングといった芸術・造形講座、さらにミュージックから ITに至るま
で豊富なメニューが用意され、一科目から履修可能であるという。これは、科目等履修生として
の社会人の学びのニーズをも見越した措置であろう。前述の八つの「系」およびそれぞれの系に
配された「ユニット」の一覧は［表３］の通りである。
2011年３月11日に発生した東日本大震災は、同校にも多大な被害をもたらした。同校の震災
関連情報によれば、全学生の安否確認が完了したのは３月23日、４月末まで休講となっている。
観光・ホスピタリティ系の学生が実習で慣れ親しんだ杜の都も大きな痛手を受ける中、製菓系の
学生を中心とする有志は、小学校の避難所や特別養護老人ホームにパンやお菓子の差し入れを
行っている。キャリア開発総合学科は「地域との活発な交流で社会性を育む」と謳っているが、
同校の学生は同年も「SENDAI光のページェント」などに参加し、製菓系の学生による「ずんだ
お汁粉」などの温かなスイーツがふるまわれた。同校の所在地は仙台市泉区であるが、キャリア
開発総合学科の学生有志で組織され「東北復興祈願大X'mas祭」などに参加してきたYOSAKOI 
チーム「和敬」は、同区事業の「いずみ絆プロジェクト」と連携し、地域の様々な施設や催しに
出張するなど活躍しているという（11）。
４．地域総合科学科の課題と展望
以上、地域総合科学科の基本概要と展開事例を確認してきた。以下、それらの内容と前述の
先行研究「学生の多様なニーズに対応した短期大学のコミュニティ・カレッジ機能充実に関する
調査研究」報告書などに示された知見を踏まえ、地域総合科学科の課題について考察する。
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［表３］聖和学園短期大学キャリア開発総合学科の系・ユニットの一覧
【製菓系】
○［製菓衛生師］UNIT（56単位）
○［製菓実務］UNIT（９単位）
【観光・ホスピタリティ系】
○［観光ビジネス実務士］UNIT（38単位）
○［ホテル・ブライダル］UNIT（14単位）
【スポーツ系】
○［健康運動実践指導者］UNIT（24単位）
○［エアロビックダンスインストラクター］UNIT（24単位）
○［レクリエーションインストラクター］UNIT（５単位）
【医療事務系】 ○［メディカルクラーク］UNIT（31単位）
【司書・文学・日本語系】
○［司書］UNIT（25単位）
○［日本語基礎］UNIT（８単位）
○［日本語応用］UNIT（６単位）
○［文学基礎］UNIT（６単位）
○［文学探求］UNIT（８単位）
【ビジネス情報系】
○［ビジネス実務士］UNIT（20単位）
○［上級情報処理士］UNIT（44単位）
【ファッション系】
○［ファッションビジネス］UNIT（12単位）
○［ビューティファッション］UNIT（４単位）
○［ファッションショー］UNIT（10単位）
【フード系】 ○［フードコーディネート］UNIT（15単位）
日本型コミュニティ・カレッジ構想とキャリア支援教育　－短期大学「地域総合科学科」をめぐって－
前述の報告書は、各短期大学地域総合科学科の取り組みについて、設置の趣旨・目的、教育
課程、教養教育の取り組み、履修方法、履修指導体制、学生確保の状況、就職状況、地域ニー
ズの把握方法と把握された内容、教育内容の見直し体制、社会人の受け入れに資する取り組み、
FD、PRの方法、運営上の問題等に関するアンケート調査およびヒアリングの実施という手法を
用いて分析を行い、その上で、地域総合科学科の「改善への提案」として、①多様な公開講座の
企画、②インターンシップ制度の拡充、③出欠と単位認定の厳格化、④学力不足の学生への対応、
⑤教育プログラムの設置や改廃に関する柔軟な対応、⑥学校施設の開放、などからなる「提言」
をなしている。
上記六つの提言を、本稿の関心に即して読み解くと、①については、地域住民・地域の社会
人のニーズをより的確に捉え、「地域社会の学習意欲」を吸収するためのより積極的なサービス
が求められること、②については、地域教育機関として地域経済とのより密接な連携強化を模索
する必要があること、③については、青年・成人を受け入れる高等継続教育機関として求められ
る品質の担保、④については、③とも密接に関わる生涯学習機関としての基礎的教育ニーズへの
対応、⑤については、①とも密接に関わる多様なチャネルの開発、⑥については、②とも密接に
関わる地域における存在感・信頼感醸成のための努力、といった課題が見えてくる。
さらに同報告書は、地域総合科学科が「積極的導入を検討」すべきこととして、⑦地域総合
科学科間の単位認定、⑧学外者の声を反映させるシステム、⑨教育プログラムの学外へのセール
ス、⑩卒業生との継続的な関わり、⑪学生実習の地域社会への開放、⑫開講時間の弾力化、⑬
（キャリアを示す）証明書、などの事項を挙げている。これらの中には、同報告書の今一つの柱
である海外調査の成果を踏まえた先行事例導入の提言が含まれており、⑫のように、現在一部導
入を見たものもあれば（文部科学省「履修証明プログラム（12）」）、⑨のように、同報告書の対象
国ではない韓国の専門大学の事例を思わせるような未来図もある（13）。
このような提言や提案がなされた背景には、同報告書が主眼とする国内調査の結果、すなわ
ち、地域総合科学科の「現状」がある。同報告書の「まとめ」によれば、地域総合科学科は「学
生が学びたいものを大学側がフレキシブルに提供」するという特色を活かし、「18歳入学生の学
生募集」という課題には一定の成果を挙げている。それは、各校が「18歳入学生のニーズを中心
に把握しようとかなり努力」した結果であり、それ自体は貴重なことであろう。しかし一方で、
地域総合科学科として肝心要の「地域」のニーズ、社会人ニーズの把握などについては、「ほと
んど成功していないことが明らかになった」と率直に認めている。
同報告書はその要因として、①「社会人が短期大学で学ぶ」という文化・風土が、日本には
定着していないこと、②社会人の学習意欲を吸収できる場が、すでに他に多く存在していること
（職業技術訓練校、専修学校、カルチャーセンター、公民館、放送大学など）、以上二点を挙げ、
「今後の課題」としている。これらの調査結果を、より本稿の関心に即して吟味すれば、「地域ニー
ズの把握方法」については各校とも「高等学校および高校生を対象とした調査、在学生・卒業生
および保護者を対象とした調査、公開講座参加者を対象とした調査、企業・自治体を対象とした
調査、その他の方法などによって地域ニーズの把握に努めている」が、「地域特性をふまえたよ
うな必要課題の把握までには至って」おらず、「把握されているニーズの対象としては、高校生
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および在学生が短期大学で学習したいこと（要求課題）に重点が置かれている」ということにな
る。［表１］に示される通り、地域総合科学科の多くが「ライフ」「デザイン」「キャリア」「プラ
ンニング」といった文言を掲げる所以であり、少なくとも現在の地域総合科学科が、「若年中堅
層のキャリア支援教育」に重点化されて展開されている現状を映し出している。
同報告書は「地域ニーズが教育課程に反映されない場合の要因」として、①社会人の（顕在的）
学習ニーズが弱い、②社会人対象では採算性が低く実施計画が立てにくい、③単一の短期大学で
はニーズの把握も含め地域ニーズへの対応が難しい、④（本来不可欠である）自治体との連携が
弱い、以上四点を挙げた上で、「こうした視点から、地域ニーズの体系的な把握、学習の需給状
況の分析、その中での短期大学（コミュニティ・カレッジ）の役割の明確化が必要であるが、現
時点では地域ニーズの把握は十分とは言えない」と結論づけている。
むすびにかえて
さらに大局的な観点から、地域総合科学科の現状について振り返れば、より構造的な課題が
浮かび上がってくる。ここでは、全体に関わる問題点として以下二点を指摘し、本稿の締め括り
とする。
一つは、設置意欲の脆弱さである。［表１］を一見しても明らかな通り、その設置校は未だ数
える程度である。とりわけ首都圏には僅か２校、東京には未だ１校も設置されていない。それは
何故か。一番の理由として挙げられるのは、学内における合意形成の困難さである。短期大学基
準協会は地域総合科学科の制度化当初、「教員を削減し、その人件費で新しい専門分野の教員を
非常勤で採用するなど、柔軟な人員配置が可能」との「メリット」を説明したとされ、当該記事
を掲載した専門誌は、「幅広い分野を学ぶシステムの下で履修指導をするためには、教員が専門
以外の分野についても理解を深める必要がある。場合によっては、新しい分野を学び直し授業を
担当する状況にも迫られる。こうした“試練”に耐える覚悟が教員になければ、地域総合科学科
を作れないというのが、関係者の一致した意見」であると紹介していた（14）。実際、［表２］の事
例にも明らかな通り、地域総合科学科の魅力である「それぞれのニーズに沿った」「多岐に亘る
開講科目」を用意するためには、同規模の定員を擁する設置学科に比して倍の非常勤講師の頭数
を必要とするのである。また、「学生が集まらないという現実」への対応策として、このような
付け焼き刃的な「改革」で科目という「看板」の数だけ揃えたところで、そこに「大学」の名に
値する教育の「質」がどれだけ担保できるのか、疑問は拭えない。
今一つは、政策誘導の脆弱さである。上記のような多少の「疑念」を招く部分はあるにせよ、
地域総合科学科に取り組む短期大学関係者の真摯な努力と苦労は察するに余りある。しかし、こ
れまで概観してきた通り「地域総合科学科」とは、端的にいえば短期大学基準協会という一団体
の事業であり、文部科学省はあくまでその「後援者」に過ぎないのである。前述の通り短期大学
基準協会は、地域総合科学科の達成度評価の実施後、制度化された大学機関別認証評価にその評
価を委ね、質の保証を担保するとしているが、それは、地域総合科学科を設置しようとする短期
大学にとって、機関別認証の評価機関が短期大学基準協会であることを事実上前提とするもので
ある。ところが周知の通り、短期大学の認証評価機関は他にも複数、有力な団体が存在し、とり
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わけ四年制大学に併設されている短期大学であれば、大抵そちらの機関の認証評価を同時に受け
るのが常である。無論、複数機関の評価を受けることは可能であり、実際にその事例もあるが、
多くの経費と事務負担が伴う大学評価を「余分」に受けてまで地域総合科学科を設置するのか、
ほとんど利点が見出せないというのが偽らざる現状であろう（15）。
「コミュニティ・カレッジはアメリカ社会の歴史的産物である。コミュニティ・カレッジを、
その歴史的・社会的背景からきりはなして取上げ、わが国のポスト・セカンダリー段階の教育や
成人教育に擬することは無意味にちかい。しかし、わが国の大学改革を討究するうえで当然なが
らポスト・セカンダリー段階における二年制程度の教育機関が問題となるが、そのさいコミュニ
ティ・カレッジが参考になるに相違ない。（16）」宮原誠一の言葉である。宮原はこうも述べている。
「われわれはわれわれの現実に立って、われわれの寸法でポスト・セカンダリー段階の教育機関
を考える。コミュニティ・カレッジまがいの名前をつけて、中途半端で、いいかげんなものをつ
くる愚をおかすようなことがあってはならない。」
コミュニティ・カレッジとは「パブリック・ジュニア・カレッジ」であり、アメリカの伝統
的「大学」である「プライベート・シニア・カレッジ」とは対照的な存在である。阿部美哉は、
これを「教育機会へのユニバーサル・アクセスの達成というアメリカ民主主義のパブリック・ポ
リシーの一つの到達点として理解することが重要」との見解を示している（17）。我々は、我々の
歴史と現実に立脚した、我々のパブリック・ポリシーを示すポスト・セカンダリーの教育機関を
模索しなければならないのではあるまいか。
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